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■［座談会］PFM導入の鍵は何か（牧野憲一，
西澤延宏，鬼塚伸也）/第23回日本緩和医療
学会 1 ― 3 面
■第19回日本言語聴覚学会/第114回日本
精神神経学会 4 面
■［連載］がんと感染症 5 面
■MEDICAL LIBRARY/［連載］漢字から
見る神経学（新） 6 ― 7 面

（2面につづく）

西澤　これからの病院経営に当たり，
PFMはすでに欠かせない概念です。
PFMは予定入院患者の情報を入院前
の外来段階で把握することで，入院前
から退院後までの流れを効率化し，病
院全体の労働生産性を向上させるもの
です。診療報酬が新設され，導入に本
腰を入れる急性期病院も増えるでしょ
う。院内でどのように PFM部門を立
ち上げ，定着させていくべきか，今日

は PFM部門を構築してきたお二人と
話し合います。

PFMが必要な理由

西澤　佐久総合病院では 2007年に
PFMを担う部門を作りました。それ
から 10年以上にわたり，スムーズな
入退院を実現するシステム構築に努め
てきました（本紙第 3235号）。

牧野　旭川赤十字病院で PFMを開始
した 2013年当時，PFMは先進的な取
り組みととらえられていました。この
数年で，PFMへの関心は一気に高ま
った印象を持っています。当院も患
者・医療者にとってより良いシステム
になるよう試行錯誤を重ねています。
鬼塚　2018年 3月まで長崎みなとメ
ディカルセンターに勤務し，2012年
の入院支援センターの設立に携わりま
した。その際には東海大病院や佐久総
合病院の PFMを参考にしました。本
日は長崎みなとメディカルセンターで
の経験を中心にお話しできればと思い
ます。
西澤　PFMが求められる背景には急
性期病院を取り巻く経営環境の変化が
あります。病院の機能分化と平均在院
日数の短縮が進み，病床稼働率を上げ
るために新入院患者数が増えました。
患者の入れ替わりが激しくなったわけ
ですから，入院中の患者の重症度，医
療・看護必要度が上がり，入退院関連
業務が増えるといった問題が生じてき
たのです。
牧野　早期退院の推進によって自宅に

すんなり退院する人が減り，転院・施
設入所が増えたことも要因です。当院
では 2008～16年度の間に，転院患者
は 2倍になっています（図 1）。また，
緊急入院が入院患者の半数を占めると
いう事情からも，看護師が行う入退院
関連業務の増加への対応が急務でした。
鬼塚　医師の業務量も増えましたね。

　「入院時支援加算」が 2018年度診療報酬改定で新設された。この動きは外来
の段階から患者情報を集め，入院中や退院後の生活を見越した支援を行う
PFM（Patient Flow Management，MEMO）への評価として注目されている。
PFMをどのように導入し，進めていくべきか。
　本紙では，かねてより自施設で PFM部門を導入・指揮してきた西澤氏，牧
野氏，鬼塚氏による座談会を企画。PFMが患者・医療者・病院経営にもたら
すメリットから，PFM実施に向けて敷くべき体制までを議論した。
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働き方を改革し，最善の医療を提供する病院経営働き方を改革し，最善の医療を提供する病院経営

MEMO　PFM（Patient Flow Management）
　入退院における諸問題の早期解決を目的に，予定入院患者の情報を入院前の外来段
階から収集するシステム。1999年，経営難に陥っていた東海大病院の立て直し策の一
環として田中豊氏（当時，東海大）が開発したもの。看護師や事務職員を中心に組織
される。2018年度診療報酬改定にて入院時支援加算（200点，退院時 1回算定）が新
設され，体制の整備と実践が評価されるようになった。

●図 1　 旭川赤十字病院の転院患者数と
転院率の推移（牧野氏提供）
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 座談会　PFM導入の鍵は何か

患者の増加に伴って，日程調整や入院
説明といった事務的な業務も増えたの
です。診療に伴う記録量も増加傾向に
ある中ですから，現場の負担感はかな
りのものでした。
西澤　こういった諸問題にメスを入れ
る取り組みが PFMです。その効果は
医療者の負担軽減だけではありませ
ん。事前に外来で説明し，患者の話を
聞く体制の整備はより良いサービス提
供につながります。入院は患者にとっ
て非日常で，入退院のイメージが難し
いことは多いでしょう。手術や入院期
間の説明，退院先のめどなどを入院前
にしっかり共有する専門部署を持つこ
とは患者満足度の向上にもつながりま
す。

病院経営にも好影響

西澤　当院の PFMを視察に来た方は
口をそろえて，こうした巨大な部門の
費用対効果を質問します。医療者・患
者にとってどんなに良いシステムであ
ろうと，病院にも経営の視点がありま
すから，経済的に成り立たなければ導
入できません。先生方は費用と効果に
ついて，どうお考えですか。

牧野　入退院支援加算と新設された入
院時支援加算が算定できますが，PFM

部門単体で採算を取ることは不可能で
す。人件費がかなり大きいですから。
鬼塚　採算は PFM部門単体ではなく，
他部門の生産性向上による効果を病院
全体として見るべきですよね。
西澤　同意見です。例えば当院は開院
以来，外科医はほとんど増えていない
のに手術件数は右肩上がりです（図2）。
PFMにより外科医が手術に専念でき
るようになったおかげです。業務効率
化による手術件数の増加，入院単価の
上昇は病院経営に好影響をもたらして
います。また，PFM部門の人員が，
業務のさらなる効率化に欠かせないク
リニカルパス作成に携わる好循環があ
ることも忘れてはならないでしょう。
牧野　限られた病床の有効利用という
メリットもあります。PFMにより事
前に情報収集しておけば，日曜日の入
院を増やせるのです。当院ではこの数
年で日曜日の入院患者数が 2倍になり
ました。
西澤　月・火曜日に偏りがちな入院日
の平準化は重要です。事前に麻酔科外
来を経て問題なければ，日曜日に入院
して月曜日に手術を行うことも当院で
は普通で，実際に全身麻酔手術患者の
日曜日の入院数は月～木曜日と同程度
です。日曜日は家族が付き添いやすく，
病棟業務も比較的落ち着いているた
め，看護部も協力的です。
鬼塚　長崎みなとメディカルセンター
では PFMにより医師の事務作業を減
らしたことで，例えば乳腺外科では，
午前に外来，午後に手術という運用が
できるようになりました。また，心臓
血管内科の診療実績は全国でも上位に
なりました。スムーズな入退院は病院
経営の基盤として役立っています。

小さく始めて実績を作る

西澤　では，どのように PFMを構築
し，どんな体制を敷いてきたか話して

いきましょう（表）。佐久総合病院は
2007年以降，まずは私の所属する外
科の予定手術入院の術前検査スケジ
ュール管理などを他職種に任せる業務
効率化を進めてきました。看護師 5人
と事務職員 1人の部署を作り，徐々に
業務を広げ，2013年には予定手術入
院患者ほぼ全員への PFMを確立しま
した。
　高度急性期部門を分割して 2014年
に開院した佐久医療センターでは，入
退院関連業務を「患者サポートセン
ター」に集約し，ほぼ全ての予定入院
患者の入院前から退院までの支援を一
手に引き受けています。看護師 19人，
医師事務作業補助者 5人，薬剤師，管
理栄養士は全て専従で，事務職員も入
れると総勢 60人規模です。
鬼塚　長崎みなとメディカルセンター
で設立した入院支援センターも最初は
外科の 2つの手術から始めました。外
科はスケジュール管理の負担が大きい
こともあり，PFMのメリットを実感
しやすかったですね。2017年には看
護師 8人と医師事務作業補助者 4人を
配置し，20診療科の予定入院患者
5365人に PFMを実施しています。
牧野　旭川赤十字病院では内科医を
PFM推進役に任命したこともあって，
手術入院だけでなく，入院患者全員の
入退院支援に最初から照準を合わせて
いました。2013年に眼科から始め，
2016年以降は内科を含め，ほぼ全て
の予定入院患者は入院支援センターで
情報収集を済ませています。今年から
は一般外来からの当日入院も状態が安
定している患者に限り，入院支援セン
ターを経由するようになりました。
　体制としては 2018年度に退院支援
部門と一体化し，入退院支援室として
稼働し始めたところです。看護師，医
師事務作業補助者，その他の事務職員
など 30人以上を配置しています。
西澤　薬剤師や管理栄養士なども配置
していますか。
牧野　はい。持参薬を薬剤師が確認す

（1面よりつづく） ることで，術前休止薬の管理不備によ
る手術中止がなくなりました。管理栄
養士は栄養指導のみならず，医師と協
働し特別食の必要性をチェックしてい
ます。入院中や退院後の生活面，経済
面の相談は，MSWが受ける体制です。
鬼塚　薬剤師は常駐しないものの，薬
剤部と連携して持参薬管理を設立当初
から行っています。管理栄養士とも連
携体制があり，最近は口腔ケアを目的
に歯科衛生士とも連携しています。

PFMを支える看護師と
医師事務作業補助者の役割

西澤　さまざまな職種の連携が必要な
中で，PFM部門の主力は看護師と医
師事務作業補助者です。運用について，
外来で入院が決まったときのフローを
お話しください。
鬼塚　外来と入院支援センターが図 3

のように連携します。医師が外来で入
院日などを予定すると，外来看護師・
医師事務作業補助者が入院支援セン
ターに連絡し，患者を案内します。医
師が行わなければならない説明は外来
医師が行いますが，そうでない説明は
標準化し，入院支援センターの看護師
に任せます。入院支援センターの看護
師は説明と情報収集を，医師事務作業
補助者は標準化された術前検査オー
ダーの代行入力や検査の日程調整・予
約などを行います。必要に応じて他部
門と連携します。
西澤　入院支援センターでの説明と情
報収集は，これまで病棟看護師が行っ
ていたものも多いですよね。病棟看護
師の業務負担は PFM導入後に変化し
ましたか。
鬼塚　病棟へのアンケートで，以前は
平均 41分かかっていた新入院患者へ
の対応が 14分に短縮しました。
牧野　入院支援の取り組みを始めてか
ら，当院でも病棟での入院関連業務が
減り，超過勤務がかなり解消されたと
看護部からの評判は良いです。病棟で

●図 2　 佐久医療センターにおける手術
件数の推移（西澤氏提供）
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●図 3　外来と入院支援センターでの業務分担（鬼塚氏提供）
2017年度までの長崎みなとメディカルセンター入院支援センターでの業務の流れ。患者情報
の収集や入院に関する説明は入院支援センターの看護師が担い，オーダー代行入力は医師事務
作業補助者が担う。
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【退院支援職員】
入院支援センターから
入院前情報提供

【歯科衛生士】
全身麻酔手術前・化学療法・頭
頸部放射線治療の歯科チェック

【栄養係】
アレルギー情報，食嗜
好，形態の情報提供

【薬剤部】
常用薬鑑別

【医師事務作業補助者】
・指示票に従い検査，入院申込み等
のオーダー代行入力
・薬剤の別包依頼書作成
・診療情報提供書作成

【外来看護師・医師事務作業補助者】
・入院決定後，入院支援センターへ
電話連絡案内（患者名，ID，入院
目的など）
・患者を入院支援センターへ案内

【看護師】
・入院前情報収集
・入院・術前オリエンテーション，
検査説明，パス説明など
・常用薬を調査，確認

【医師】
・入院決定
・指示票記入（外科系診療科のみ）
・造影検査説明

●表　各病院の PFM部門の体制
佐久医療センター
患者サポートセンター

旭川赤十字病院
入退院支援室

長崎みなとメディカルセ
ンター入院支援センター

設立の経緯

2007年に外科の予定手
術入院患者対象の術前
検査センターを開設。
14年の病院分割時に全
予定入院患者対象とな
った。入退院支援室，
医事課などを含む。

2013年に入院支援セン
ターを開設。18年 4月
に退院支援部門と統合
した。全予定入院患者
と一部の当日入院患者
が対象。

2012年に外科を対象に
設立。18年 4月に医療
連携センター（医療連
携部門，患者相談部門
など）を統合し，患者
総合支援センター（み
なとさぽーと）に一元化。

2017年の
PFM実績

5800人（全入院患者の
41.5％）

6673人（全入院患者の
51.8％，予定入院患者
の 99.6％）

5365人（予定入院患者
の 83.8％）

人員

医師 1人（兼任） 1人（兼任） 1人（兼任）

看護師 24人（入退院支援 19

人，退院支援 5人） 13人 8人（嘱託職員含む）

医師事務
作業補助者 5人 0人 4人

その他

MSW 5人，事務職員等
22人，薬剤師 1人，管
理栄養士 1人。歯科医や
歯科衛生士と連携。

MSW 8人，事務職員 3

人の他，薬剤師，管理
栄養士が常駐。

薬剤部，栄養係，歯科衛
生士と連携体制。患者総
合支援センターに看護師
4人，MSW 8人，事務
職員 5人などが在籍。
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　座談会
の交代勤務に入れない短時間勤務者の
力を有効活用できることにも，病院経
営の視点から好感を持ちます。
西澤　PFMによりあらかじめ情報収
集が済んでいれば，病床の混合利用を
進めることもできます。入院の準備が
整っているため，どの科の患者であっ
ても安心・安全な看護が提供できるか
らです。当院ではベッドコントロール
に関しても看護部に一任し，患者の入
る病棟は看護師長同士で取り決めてい
ます。
　当院における PFMの生みの親は私
でしたが，育ての親は何と言っても看
護部です。PFM部門を運用するには
説明・情報収集能力に長けた看護師の
力と，病棟看護師の理解は不可欠です。
病棟の人員を増やさなくても PFMに
人員を割くことで，それ以上の効果が
あることを看護部が実感したからこそ
この体制を作れたと考えています。

クリニカルパスの作成・使用が
効率的な PFMに欠かせない

西澤　PFMの成功には，PFMを支え
る看護師や医師事務作業補助者が効率
的に動けるシステムを作る必要があり
ます。そのために欠かせないのは，説
明項目，検査項目などの標準化です。
つまり，クリニカルパス作成とそれに
基づく運用が求められるのです。
鬼塚　佐久医療センターでのクリニカ
ルパス使用率はどれくらいですか。
西澤　ここ 2年，全入院患者の 72～
73％と，70％を超えています。2008

年にクリニカルパス専任看護師を任命
し，クリニカルパスの作成を進めてき
た結果です。クリニカルパスを中央管
理し，個々の医師による違いを一切認
めないスタンスが功を奏しました。
牧野　予定入院が多いという要素を考
慮しても驚きの高さですね。当院は約
60％です。今，クリニカルパス使用率
向上を PFMのさらなる推進の鍵とし
て位置付け，医師事務作業補助者には
クリニカルパス作りにも協力してもら
っています。
鬼塚　長崎みなとメディカルセンター
でも，数年前からクリニカルパス専従
看護師が医師と協働してクリニカルパ
スを作成する取り組みを進めてきまし
た。その結果，クリニカルパス使用率
は 50％を超えました。
西澤　クリニカルパス作成・運用に抵
抗感を示す医師もいると思いますが，
どう対応していますか。
牧野　クリニカルパスはあくまでも標
準的な流れであり，杓子定規に全患者
へ適用するものではないと伝えていま
す。クリニカルパスの使用率向上は病
院全体の生産性向上に必要ではあるも
のの，運用は個々の患者に合わせて柔
軟に考えるべきとわかってもらえる
と，クリニカルパスの作成はもっと進
むでしょう。
　患者さんの視点からもクリニカルパ
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●にしざわ・のぶひろ氏
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スは必要です。標準的な流れを患者さ
んに明示することは病院への安心感や
信頼感につながります。患者満足度向
上にも標準化は必要なのです。
西澤　クリニカルパスに限らず，当院
では高血糖に気付いた看護師は糖尿病
内科に連絡する，腎機能の程度に応じ
て疼痛管理オーダーの変更を提案する
など，リスクに対する業務フローが確
立しています。連絡や提案を医師が責
任を持って確認するダブルチェック体
制により，効率性と安全性を両立しま
した。医療安全の観点からも，標準化
はこれからの時代の病院運営に欠かせ
ないものです。

本来業務への専念こそが
医師の「働き方改革」

西澤　PFMによる生産性向上のもう
一つの鍵は医師の意識改革です。PFM

の医師からの評価はいかがでしょうか。
鬼塚　導入当初は「病棟看護師の負担
軽減策だから関係ない」と考える医師
もいました。しかし，入院支援センター
が関与する診療科が増えるにつれて，
自分に代わって説明を行う看護師や，
代行入力・日程調整を行う医師事務作
業補助者の役割や有用性をほとんどの
医師が高く評価するようになりました。
西澤　医師にとって本来業務ではない
説明や調整を他職種に任せることは，
医師の労働生産性向上のポイントです。
　当院ではクリニカルパスにのっとっ
た検査オーダーの代行入力は，ほぼ全
て医師事務作業補助者に任せていま
す。院内ルールを医師よりもわかって
いますので，スケジューリングは私よ
りずっと上手です。
牧野　当院もクリニカルパス関連の入
力は全て，医師事務作業補助者が代行
しています。標準化してあるものは間
違えようがないため，安心して任せる
ことができます。
西澤　ここでも医師一人ではなく，医
師事務作業補助者の代行入力を医師が

責任を持ってダブルチェックすること
で，より高い安全性が期待できます。
　PFMだけでなく，医師事務作業補
助者の活用は業務効率化において重要
です。ただ，医師からは医師事務作業
補助者をどう活用すべきかわからない
との声も聞きます。旭川赤十字病院で
はどのような体制を敷いていますか。
牧野　医師にとって負担の大きい業務
のタスク・シフティングを積極的に進
めています。当院の特徴は，医師事務
作業補助者の活用方法を個々の医師の
裁量に任せすぎないために，医師事務
作業補助者を医師個人や科に配置する
だけでなく，「クラーク室」を独立さ
せたことです。診断書や退院サマリー
の作成などといった特定の業務を集
め，日常的にこれらの業務が多い医師
ほど負担が軽くなる構造にしたのです。
　診断書作成を医師事務作業補助者が
担当し始めたころは，医師からの抵抗
が結構ありました。しかし，半ば強引
に 1～2年運用すると，医師事務作業
補助者のレベルが上がるにつれて，負
担が軽くなることに多くの医師が気付
いたのです。最初は否定的でも，メリ
ットを実感すればほとんどの医師はそ
ういった業務を任せるようになります。
鬼塚　牧野先生のおっしゃる通りで
す。医師は医師事務作業補助者を育て

る意識を持ち，事務作業を手助けして
くれる自分の分身のように活用してほ
しいです。
西澤　「本来業務に専念させることこ
そが医師の働き方改革」というのが私
の持論です。これは生産性向上をめざ
す病院経営の視点だけでなく，質の高
い医療を提供したい医師個々人にとっ
て，やりがいにつながる最も重要なこ
となのです。
　　　　　　　　＊
鬼塚　回復期リハビリテーション病院
に移り，患者の退院後の生活に立脚し
た支援の必要性，重要性をあらためて
感じます。退院までの期間短縮だけで
なく，退院先は施設と自宅のどちらが
適切かなど，「患者にとって最善の退
院後」を入院前から考える姿勢が急性
期病院にはさらに求められるでしょう。
牧野　入院期間の短縮を追求するから
こそ，病院は患者の退院後を注視する
必要があります。診療報酬が新設され
た意味を考え，PFMに取り組まなく
てはなりません。
西澤　患者のため，地域のため，そし
て医療者が充実感を持って働くための
病院経営のコンセプトとして，多職種
で一緒に PFMを構築していただきた
いと思います。
 （了）

第 23回日本緩和医療学会学術大会（大会長＝神戸大・木澤義之
氏）が 6月 15～17日，「緩和ケアと EOLケアの質を見直す」をテー
マに，神戸国際展示場，他（神戸市）にて開催された。高齢者の増
加に伴って心不全患者が増えると見込まれる中で，心不全患者への
緩和ケアをどう進めていくか。シンポジウム「心不全緩和ケアのこ
れから」（座長＝広島大・木原康樹氏，飯塚病院・柏木秀行氏）では，
4人のシンポジストが取り組みを発表した。
◆循環器内科医と緩和ケア医の連携体制をつくる

2017年に統合・改訂された急性・慢性心不全診療ガイドラインに緩和ケアの重要
性が明記され，2018年度診療報酬改定で緩和ケア診療加算に末期心不全が追加され
るなど，がんだけでなく心不全領域の緩和ケアの必要性が認識されつつある。
循環器内科医の大石醒悟氏（兵庫県立姫路循環器病センター）は，循環器専門病院

の同院で 2011年から続けてきた緩和ケアの取り組みを発表した。2015年に緩和ケア
医の支援のもと患者支援・緩和ケアチームを構築し，循環器内科医と緩和ケアチーム
の協働体制を整えたという。氏は，「緩和ケアニーズに応える体制は各施設に求めら
れる」として，病院や地域の事情を踏まえた循環器内科医と緩和ケア医の体制構築を
訴えた。
がん等とは異なり，心不全診療の大半は大病院ではなく中小医療機関で行われる。

循環器内科医を中心とする研究会「九州心不全緩和ケア深論プロジェクト」の共同代
表を務める柴田龍宏氏（久留米大）は，心不全では緩和ケア医だけでなく，循環器内
科医やプライマリ・ケア医も緩和ケアの担い手になるべきとの見解を示した。緩和ケ
アの非専門医が基本的なスキルを習得する場の確立を課題に挙げ，日本緩和医療学会
等による講習の他，氏らが提供するプログラム HEPTを紹介した。
心不全は急性増悪と寛解を繰り返し，治療が症状緩和も兼ねる特性から，心不全は

がんとは異なる緩和ケア体制が必要となり得る。総合診療の経験を持つ緩和ケア医の
大森崇史氏（飯塚病院）は，循環器内科医，総合診療医，緩和ケア医，緩和ケア認定
看護師などから構成される同院ハートサポートチームの活動を紹介。緩和ケア導入や
外来でのアドバンス・ケア・プランニング（ACP）は循環器内科医，入院時の緩和ケ
アは緩和ケア医，地域での継続的な診療に向けては総合診療医を中心にチームで取り
組み，勉強会等により地域の他病院とも連携し合う体制を築いているという。
慢性心不全の診療の質指標と ACPのプログラム開発を目的とした AMED事業「循

環器緩和ケアにおける診療の質評価に関する研究」（2016～17年度）を踏まえて発表
したのは，同研究主任研究者の安斉俊久氏（北大大学院）。緩和ケアチームが存在す
る施設でも，再入院心不全患者へ多職種が介入した症例は 27％にとどまり，患者の
苦痛に対する評価や緩和目標が不十分な場合が多いという。ACPに関しては，①定
期外来により 1年ごと，②症状増悪時や薬物療法の変更時など，節目となるタイミン
グでの実施を呼び掛けた。

第 23回日本緩和医療学会開催

● 木澤義之大会長


